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本日の
資料の内容



労働者を常時１０人以上使用する事業所には就業規則の整備が必要です。
就業規則を作成・整備することには、単なる「法律上の義務」を超えた、労務
管理上の重要な意義が大きく分けて4点あります。

。

1. 職場のルール明確化によるトラブルの未然防止
労働条件（賃金、労働時間、休日など）や職場の規律（遵守事項、服務規律など）を「明文化」して
周知することで、使用者と労働者の認識のズレを防ぎます。

メリット: 「言った・言わない」の水掛け論を防ぎ、無用な労使トラブル（残業代の計算方法、有
給休暇の取得ルール、SNS利用マナー等）を未然に回避できます。

2. 懲戒処分や解雇を適切に行うための法的根拠
万が一、勤怠不良者が現れた場合。就業規則に明確な定め（懲戒の種別や事由）がなければ、会
社は懲戒処分を下すことができません。

メリット: 合理的で明確な手続・根拠を定めておくことで、問題社員への然るべき対応が可能と
なり、真面目に働く他の社員の士気と安全を守ることができます。

就業規則 作成の意義①



3. 助成金（雇用関連助成金）の受給要件のクリア
厚生労働省等が実施する雇用関係の助成金（働き方改革推進支援
助成金やキャリアアップ助成金など）の多くは、要件に適合する
就業規則の整備および労働基準監督署への届出が受給の必須条件となっています。

メリット: 助成金を活用して雇用環境の改善や設備投資を行うための基礎となります。

4. 採用力の強化と「安心感」による定着率向上
近年、求職者（特に若手層や専門人材）は、企業のコンプライアンス（法令順守）姿勢や労働環境
の透明性を重視しています。

メリット: 明確で公正な就業規則が存在することは、「安心して働ける環境が整っている企業」と
いう信頼感につながり、採用時の魅力付けや離職防止に大きく寄与します。

就業規則 作成の意義②



～就業規則の条件～

就業規則に記載する事項は、
労働基準法第89条により

「絶対的必要記載事項」
と

「相対的必要記載事項」

の２つに分類されます。

就業規則は法令や労働協約に反してはならず、違反
する場合は行政官庁から変更命令が出されることが
あります

就業規則 併せて確認したい事項

労働契約において、就業規則で定める基準以下の
条件は無効となり、就業規則の基準が適用されます

就業規則の内容は、労働者に周知される必要があ
り、周知手続きが行われて初めて法的拘束力を持
ちます

就業規則は労働条件の明確化、労働者保護、事業
場運営の透明性を確保する重要な法的枠組みと
なっています



１．絶対的必要記載事項

制度の有無を問わず、就業規則に必ず記載しなければならない項目です。

記載項目 具体例

① 始業および終業の時刻 ・所定労働時間（例：9:00〜18:00）
・シフト制における始業・終業時刻の設定方法

② 休憩時間 ・休憩時間の長さと与え方（例：12:00〜13:00の60分間）

③ 休日および休暇
・法定休日・法定外休日の設定（例：土曜日、日曜日、祝日）
・年次有給休暇の付与日数および取得手続
・産前産後休業、育児・介護休業

④ 交代制の就業時転換に関する事項 ・交代制（シフト勤務等）を採用する場合の交替順序や転換手続

⑤ 賃金の決定、計算および支払の方法
・基本給や手当の計算方法
・締め日および支払日（例：毎月15日締め、当月25日支払）
・支払方法（例：指定金融機関口座への振込）

⑥ 賃金の昇給に関する事項 ・昇給の時期や基準（例：毎年4月1日に行う、ただし業績により行わない場合が
ある）

⑦ 退職に関する事項（解雇の事由を含
む）

・退職手続（例：退職希望日の1ヶ月前までに届出）
・定年制および再雇用制度
・解雇の事由および手続

就業規則の条件



2. 相対的必要記載事項

記載項目 具体例

① 退職手当（退職金）に関する事項 ・支給対象者の範囲
・退職手当の計算方法および支払時期

② 臨時の賃金等（賞与・手当）に関する事項 ・賞与（ボーナス）の支給基準および支給時期
・各種手当（通勤手当、役職手当、住宅手当等）支給条件

③ 労働者負担の食費、作業用品等に関する事項 ・昼食代の自己負担割合
・制服や工具などの貸与・購入費用の負担ルール

④ 安全および衛生に関する事項 ・定期健康診断の実施 ・安全衛生教育
・ストレスチェックの実施手続

⑤ 職業訓練に関する事項 ・新入社員研修や資格取得支援制度に関する定め

⑥ 災害補償および業務外の傷病扶助に関する事項 ・法定を超える慶弔見舞金制度
・業務外の傷病に対する見舞金や手当の付加支給

⑦ 表彰および懲戒に関する事項
・表彰の種別および要件（永年勤続表彰など）
・懲戒の種別（けん責、減給、出勤停止、懲戒解雇など）
および懲戒事由

⑧ その他全労働者に適用されるルール ・休職制度（私傷病休職の期間や復職手続）
・出張旅費規程に関する定めなど

会社としてその制度や定めを設ける場合にのみ、就業規則に記載しなければならない項目
（制度自体がない場合は記載不要）



パート、アルバイトへの必要性

トラブル防止の重要性

→明確なルールがないとシフトや賃金のトラブルが発生しやすく、就業規則が
リスク回避に役立ちます。

正社員との不合理な待遇差や差別的取扱いは禁止されています。

→正社員とのバランスや、会社の実態を考慮する

同一労働同一賃金への対応

→正社員との差異について説明ができるよう、賃金規程や就業規則で整理しておく必要があります。

正社員とは別にパートアルバイト用の就業規則を作ることもできます。

→労働条件等が確認しやすい

→正社員の就業規則と比較できる





就業規則作成の手順

「作成・意見聴取・届出・周知」

1 作成・変更

実態に合わせ法令に
順守して作成する

2 意見聴取

過半数組合もしくは過半
数代表者から意見聴取

3 届 出

所轄労働基準監督署
へ提出

4 周 知

掲示・配付・電子で
いつでも確認できる

！未作成・未届出の罰則（労働基準法120条）
常時10人以上の労働者を使用する事業場は作成・届出義務があり、違反すると30万円以下の
罰金の対象となります

労働者に不利な変更は、合意または合理性の検討が必要です。
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就業規則は 常に参照できることが大切です。
電子管理（ネットワーク等）する場合はいつでも閲覧できる必要があります。



ここからの内容は
厚生労働省の助成金の仕組みを解説いたします。

11

助成金の交付決定を確約するものではありません。
正しくは、厚生労働省 労働局の判断によります。

ご注意

中小企業向けの助成金紹介

申込期限が渡過している助成金があります、来年度に向けて参考にしてください



助成金の基礎知識 ①
事業主の条件
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助成金には申し込み
期限があります！

③申し込み期限が
ある

受給対象となる
事業主の条件

①雇用保険の
適用事業所

②中小企業の範囲
・資本金の額

または
・労働者の数



① 雇用の維持・非正規の処遇改善（キャリアアップ系）

助成金の基礎知識 ②
厚生労働省 助成金の３大カテゴリー
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雇用・労働分野の助成金は、大きく分けて以下の3つの目的で構成されています。

• キャリアアップ助成金: 有期契約労働者等の正社員化や賃上げを支援。

注目: 「社会保険適用時処遇改善コース」年収の壁対策が手厚くなっています。

• 雇用調整助成金: 景気変動等による休業手当の一部を助成。

② 職場環境の改善・生産性向上（働き方改革系）

• 働き方改革推進支援助成金: 労働時間の短縮や「勤務間インターバル制度」の導入を支援。

注目: 令和８年度は、５％・７%以上の賃上げを行った場合の上限額加算が新設・拡充されています。

• 業務改善助成金: 事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資（POSレジ、ソフト導入等）を行った場合に助成。

③ 人材育成・両立支援（教育・福祉系）

• 人材開発支援助成金: 従業員の職業訓練（DX教育など）にかかる経費と賃金を助成。

• 両立支援等助成金: 育休取得や介護休業の環境整備を支援。
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① 業務改善助成金 （令和８年度は10月１日で申請期限終了）

事業場内の最低賃金を引き上げ、生産性向上に資する設備投資
の費用の一部を助成

② 働き方改革推進支援助成金(労働時間短縮・年休促進コース)
（令和８年度は11月30日で申請期限終了）

月60時間を超える36協定の時間削減、などの成果目標を選択し、改善事
業を実施、賃金引き上げはオプション

③ 人材育成助成金
新規事業のため社員教育の費用と教育中の賃金を助成する

④ キャリアアップ助成金
非正規雇用者を正社員化することに助成をする

働き方改革 助成金 ４選



設備更新

タイヤショベルが古く、効率が悪いので、買い
替えを検討
併せて事業場内の最低賃金を引き上げ、業務
改善助成金を活用した

① 業務改善助成金の活用例



①業務改善助成金 今年度は10月１日で申請期限終了

業務改善助成金の特徴
設備投資 ＋ 最低賃金
の引き上げ
賃金引上げの対象者は
「雇用保険の加入者」



助成金額の算出方法は
次ページ→

助成上限額の算出例

３０人未満事業所が事業場
内の最低賃金を７０円引き
上げる「７０円コースを選
択」した場合
賃金引上げ対象者が１０人
の場合 → ３００万円

①業務改善助成金

←長野県は対象外

今年度は10月１日で申請期限終了
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助成金の算出方法
【助成額】

生産性向上に資する設備投資等にかかった費用（600万円）に助成率を乗じた
金額と、助成上限額とを比較し、いずれか安い方の金額となる。

【例】（設備投資600万円を予定する 事業場規模30人未満の事業者）

・事業場内最低賃金が1,061円（令和７年長野県の最低賃金）

→ 助成率３/４

・10人の労働者を1,131円まで引上げ (70円コース・労働者は雇用保険の対象者)

→ 助成上限額300万円 …a

・設備投資などの額は600万円 …b

(600万..b×助成率 3/4)
450万円

(助成上限額)
300万円..a

>

(設備投資費用×助成率)
(70円コースの助成上限額)

支給額 300万円

①業務改善助成金



特例事業者とは．．．

原材料費の高騰など社会

的・経済的環境の変化等外

的要因により、申請前６か

月間平均における利益率

が前年度と比べ３％ポイン

ト以上低下している事業者

PC スマホ タブレットは
助成対象外です
ただし、特例事業者は可

①業務改善助成金今年度は10月１日で申請期限終了



② 働き方改革推進支援助成金 （５種類のコースがある）

令和８年度 申請期限は11月30日まで



労働時間短縮・年休促進
支援コース

・生産性を向上させ、労働時間の削減や年次 有給休
暇の促進に向けた環境整備に取り組 む中小企業事
業主の皆さまを支援します。

• 成果目標と取り組みがセット

• 残業時間の引き上げや有休制度の導入(成果目標)
を約束。目標を実現するために、労働能率を高める
設備・機器の導入を行い、経費の一部を助成

交付申請期限

令和８年11月30日(月)



下記の「成果目標」から１つ以上を選択し、

「改善事業」に取り組みます。

①３６協定の見直し

②年次有給休暇の計画的付与制度

③時間単位年休＋特別休暇の導入

助成額は、５０～１５０万

（賃金加算制度で７２０万)

※賃金引き上げは必須ではありません。



生産性を向上させ、労働時間の削減や勤務間イン

ターバル制度の導入等に向けた環境整備に取り

組んでいきます。

複数ある申請要件から、助成対象となる取り組み

のいずれか1つ以上を実施することが条件です。

• 申請期限

令和８年11月30日(月)

業種別課題対応コース
(情報通信業、宿泊業)



労働者災害補償保険の適用を受ける中小企業事業主
であること。

年5日の年次有給休暇の取得に向けて、 年次有給休
暇管理簿や就業規則等を整備しておく必要があります。

 「成果目標」を１つ以上選択の上、その達成を目指して
「改善事業」を実施します。

 「成果目標」の達成状況に応じて、上記「改善事業」の
実施に要した経費の一部を助成します。

助成金申請の条件



長野県賃上げ業務改善
センターの紹介

国の業務改善助成金の支給
決定額に対して、最大20％
の上乗せ補助を行っています。

支援制度 概要 最大助成・補助金額

国の「業務改善助成金」
生産性向上のための設備投資等を行い、事業場内最
低賃金を一定額以上引き上げた場合に支給。

最大 600万円

長野県「上乗せ補助（認証企業特例
等）」

県の「社員の子育て応援宣言」や「パートナーシッ
プ構築宣言」等を行っている企業への追加補助。

国支給決定額の1/10〜
2/10 (最大 120万円上乗せ)

長野県「賃上げ環境整備促進補助金
（基本型）」

国の助成金活用や県独自基準（事業場内最低賃金
1,170円以上への引き上げ等）を満たした場合の県上
乗せ支援。

最大 960万円
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時間外・休日労働時間の
月平均8０時間超えは
『過労死ライン！』
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【過労死ラインの初期症状】
以下の症状は過労死ラインの初期症状とされています

（1）疲れがとれなくなっている
（2）記憶力が低下し、アイデアを創出することができなくなる
（3）機転が利かなくなり、うっかりミスをしてしまうことが多くなる
（4）イライラや不安が多くなり、人間関係がぎくしゃくし始める
（5）夜になっても仕事を忘れられず、緊張状態が続いてしまう
（6）睡眠の質が悪くなる

労働者本人の自己申告も大切ですが、周囲が気づき、積極的に休みを
とるようにすすめることも重要です。

過重労働を避け、健康障害を防止し
快適な職場環境を作りましょう！

長野産業保健総合支援センター
〒380-0935
長野市中御所1-16-11鈴正ビル2F
TEL 026-225-8533
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労務の疑問質問は長野働き方改革
推進支援センターへ

・電話・来所相談
・専門家派遣相談 無料
・セミナー講師派遣

ご清聴ありがとうございました。

長野働き方改革推進支援センター
TEL：0120-088-703
FAX：026-219-3096 ｇ
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